
 

 

 
第第44節節  新新たたなな価価値値のの創創出出にによよるる需需要要のの開開拓拓  

 
 
⾷品産業は、農業と消費者の間に位置し、⾷料の安定供給を担うとともに、国産農林⽔

産物の主要な仕向先として、消費者ニーズを⽣産者に伝達する役割を担っています。また、
多くの雇⽤・付加価値を⽣み出すとともに、⾷品ロスの削減等にも重要な役割を果たして
います。 

本節では、⾷品産業の動向や規格・認証の活⽤等について紹介します。 
 

((11))  ⾷⾷品品産産業業のの競競争争⼒⼒のの強強化化  
((⾷⾷品品産産業業のの国国内内⽣⽣産産額額はは9922..11兆兆円円))  

⾷品産業の国内⽣産額は、近年増加傾向
で推移していましたが、令和2(2020)年は
新型コロナウイルス感染症の感染拡⼤によ
り外⾷産業が⼤きな影響を受けたことから、
前年に⽐べ9兆2千億円減少し92兆1千億円
となりました(図図表表11--44--11)。⾷品製造業では
清涼飲料や酒類の⼯場出荷額が減少したこ
と等から前年に⽐べ2.8%減少し36兆6千億
円となり、関連流通業はほぼ前年並の34兆
9千億円となりました。また、全経済活動
に占める⾷品産業の割合は前年と⽐べ0.3
ポイント減少し9.4％となりました。 

 
 
 
 
 

 
((⾷⾷品品製製造造業業はは地地域域のの雇雇⽤⽤ににおおいいてて重重要要なな役役割割))  

各都道府県における全製造業の従業員数に占める⾷料品製造業の従業員数の割合を⾒る
と、多くの都道府県で1割を超えており、特に北海道と沖縄県では40％を超えています(図図
表表11--44--22)。また、同割合の順位については、1位が25道府県、2位が11都県、3位が6府県と、
ほとんどの都道府県において1位から3位までに⼊っています。このことから、⾷品製造業
が地域の雇⽤において重要な役割を果たしていることがうかがわれます。 

 

図表1-4-1 ⾷品産業の国内⽣産額 

資料：農林⽔産省「農業・⾷料関連産業の経済計算」を基に作成 
注：⾷品製造業には、飲料、たばこの区分を含む。 
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((飲飲⾷⾷料料品品製製造造業業分分野野でではは外外国国⼈⼈材材のの技技能能実実習習かからら特特定定技技能能へへのの移移⾏⾏がが拡拡⼤⼤))  
令和4(2022)年10⽉末時点での飲⾷料品

製造分野1における外国⼈材の総数は約14
万9千⼈、外⾷分野2における外国⼈材の総
数は約18万5千⼈となっています。 

このうち、特定技能3外国⼈については、
令和4(2022)年12⽉末時点での飲⾷料品製
造業分野の受⼊数は、全12分野(130,923⼈)
で最多となる42,505⼈となっています(図図
表表11--44--33)。飲⾷料品製造業分野における技
能実習2号修了者4からの移⾏は33,042⼈で、
全体の約78%を占めています。 

農林⽔産省では、⾷品産業の現場で特定
技能制度による外国⼈材を円滑に受け⼊れ
るため、試験の実施や外国⼈が働きやすい
環境の整備に取り組むなど、⾷品産業特定
技能協議会等を活⽤し、地域の労働⼒不⾜
克服に向けた有⽤な情報を発信しています。 

 

 
1 飲⾷料品製造分野は、「⽇本標準産業分類(平成25年10⽉改定)」の「中分類 09 ⾷料品製造業」及び「中分類 10 飲料・たばこ・飼

料製造業」に該当する事業所で就労する外国⼈労働者数を集計 
2 外⾷分野は、「⽇本標準産業分類(平成25年10⽉改定)」の「中分類 76 飲⾷店」及び「中分類 77 持ち帰り・配達飲⾷サービス業」

に該当する事業所で就労する外国⼈労働者数を集計 
3 特定技能制度は、⼈⼿不⾜が続いている中で、外国⼈材の受⼊れのために平成31(2019)年に創設された制度で、飲⾷料品製造業を

含む12の特定産業分野が受⼊対象となり、「特定技能」の在留資格で⼀定の専⾨性・技能を有し即戦⼒となる外国⼈を受け⼊れる制
度 

4 在留資格「技能実習1号」で最⻑1年間技能等を要する業務に従事した後、所定の技能検定等に合格し、在留資格「技能実習2号」で
最⻑2年間技能等を要する業務に従事した者 

図表1-4-2 全製造業の従業員数に占める⾷料品製造業の従業者数 

資料：総務省・経済産業省「令和3年経済センサス‐活動調査」を基に農林⽔産省作成 
注：1) 産業別集計(製造業)「地域編」のうち、従業者4⼈以上の事業所に関する統計表の数値 

2) ⾷料品製造業には、飲料・たばこ・飼料製造業を含まない。 
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図表1-4-3 分野別特定技能在留外国⼈数 

資料：法務省「外国⼈材の受⼊れ及び共⽣社会実現に向けた取組」
を基に農林⽔産省作成 

注：1) 「特定技能2号」の許可を受けて在留する⼈を含む。 
2) 令和4(2022)年12⽉末時点の数値 

飲⾷料品製造業
42,505⼈

32%

素形材・産業機械・電気電⼦情報
関連製造業
27,725⼈

21%

農業
16,459⼈

13%

介護
16,081⼈

12%

建設
12,776⼈

10%

外⾷業
5,159⼈

4%
その他

10,218⼈
8%

83

第
1
章



 

3 

((地地域域のの農農産産物物等等をを活活⽤⽤ししたた新新たたななビビジジネネススをを継継続続的的にに創創出出すするる仕仕組組みみをを構構築築))  
我が国の⾷品産業は、国内市場の縮⼩と海外市場の拡⼤、地球環境の持続性確保への配

慮、原材料の安定調達、多様化する消費者ニーズへの対応等、様々な変化に対応した、新
たな価値を⽣み出す取組が求められています。 

このため、農林⽔産省では、令和3(2021)年度から、地域の⾷品産業を中⼼とした多様5 
な関係者が参画するプラットフォームを形成し、地域の農林⽔産物を活⽤したビジネスを
継続的に創出する仕組みである「地域⾷品産業連携プロジェクト」(LFP1)を推進していま
す。令和4(2022)年度は20道府県において、農業者や⾷品製造業者、⾷品流通業者、飲⾷
店、異業種(観光業者等)の各主体が、それぞれの知⾒や技術、販路等の経営資源を結集し
たプラットフォームを設置し、地域の社会課題解決と経済性が両⽴する新たなビジネスと10 
して、地域の農林⽔産物を活⽤した新商品等の開発に取り組んでいます。 

 
((「「フフーードドテテッックク推推進進ビビジジョョンン」」及及びび「「ロローードドママッッププ」」をを策策定定))  

健康志向や環境志向等、消費者の⾷に関する価値観が多様化していること等を背景に、
フードテック2を活⽤した新たなビジネスの創出への関⼼が世界的に⾼まっています。この15 
ような中、農林⽔産省が令和2(2020)年10⽉に⽴ち上げた「フードテック官⺠協議会」に
おいて、令和5(2023)年2⽉に「フードテック推進ビジョン」及び「ロードマップ」が策定
されました。 

同ビジョンでは、今後のフードテックの推進に当たり、⽬指す姿や必要な取組等を整理
し、ロードマップでは、フードテックの6分野3について、具体的な課題を⼯程表として整20 
理しています。農林⽔産省では、これらに沿って、オープンイノベーションとスタートア
ップの創業を促進するとともに、新たな市場を創り出すための環境整備を進め、フードテ
ックの積極的な推進に取り組んでいくこととしています。 
 

 25 
 

 
1 Local Food Projectの略 
2 ⽣産から流通・加⼯、外⾷、消費等へとつながる⾷分野の新しい技術及びその技術を活⽤したビジネスモデルのことで、我が国に

おける取組事例としては、⼤⾖ミートや、健康・栄養に配慮した⾷品、⼈⼿不⾜に対応する調理ロボット、昆⾍を活⽤した環境負
荷の低減に資する飼料・肥料の⽣産等の分野で、スタートアップ等が事業展開、研究開発を実施 

3 6分野は、植物由来の代替たんぱく質源、昆⾍⾷・昆⾍飼料、スマート育種のうちゲノム編集、細胞性⾷品、⾷品産業の⾃動化・省
⼒化、情報技術による⼈の健康実現 

新新事事業業創創出出((フフーードドテテッックク等等))  
URL：https://www.maff.go.jp/j/shokusan/sosyutu/index.html
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((22))  ⾷⾷品品流流通通のの合合理理化化等等  
((物物流流のの標標準準化化等等、、⾷⾷品品流流通通合合理理化化のの具具体体化化がが進進展展))  

トラックドライバー等の⼈⼿不⾜が深刻化する中で、国⺠⽣活や経済活動に必要不可⽋5 
な物流の安定を確保するためには、サプライチェーン全体で⾷品流通の合理化に取り組む
必要があります。そのような中、トラックドライバーにも時間外労働の上限規制が適⽤さ
れることに伴う、いわゆる「物流の2024年問題」により、⼀層の物流への影響が懸念され
ています。 

このため、農林⽔産省では、トラックドライバーの拘束時間を縮減できるよう、ドライ10 
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フフーードドテテッッククのの市市場場規規模模推推計計結結果果  

資料：農林⽔産省「令和3年度細胞培養⾷品等の法制度等・フードテック市場規模に関する調査委託
事業」 

注：⾜下は、平成30(2018)〜令和3(2021)年の数値。フードテックの種類により時点は異なる。 

((ココララムム))  フフーードドテテッッククのの市市場場規規模模がが拡拡⼤⼤  
 
世界の⾷料需要は、令和32(2050)年に平成22(2010)年⽐で1.7倍になると想定されており、増⼤

するたんぱく質源の需要に対応するためには、国内の畜産業等の⽣産基盤を強化することに加え、
⾷に関する先端技術(フードテック)を活⽤したたんぱく質の供給源の多様化を図ること等により、
⾷料を効率良く持続可能な⽅式で⽣産する⽅法を模索することが重要です。 

令和4(2022)年3⽉に公表したフードテックの市場規模の推計によると、令和32(2050)年に最も市
場規模が⼤きい分野は、プラントベースドフードのうち植物由来乳製品と⾒込まれています。この
中には、⾖乳やアーモンドミルク、オーツミルク等が含まれ、これらを使⽤した加⼯⾷品が我が国
でも開発されています。植物由来原料を使⽤した商品としては、⾖乳・アーモンドペーストから作
られたプリンや、もち⽶から作られたチーズ代替⾷品等があります。 

こうした製品は、乳糖不耐症や乳製品アレルギーの⼈でも⾷べることができます。今後、フード
テックの研究開発が進展することで、たんぱく質の供給源の多様化が図られ、持続可能な⾷料供給
に貢献するだけでなく、より多くの⼈が美味しく、豊かな⾷事を楽しめるようになることが期待さ
れています。 

ももちち⽶⽶かからら作作らられれたた  
チチーーズズ代代替替⾷⾷品品  

資料：株式会社神明 

卵卵・・乳乳不不使使⽤⽤ののププリリンン  
資料：江崎グリコ株式会社 

（単位：億円）

⾜下 2050年 ⾜下 2050年
培養⾁ 0 7,000 0 90
培養⿂⾁ 0 2,000 0 20

昆⾍⾷ 代替たんぱく質となる昆⾍⾷ 100 3,000 4 40

昆⾍飼料
畜産・養殖向けの動物性
たんぱく質飼料となる昆⾍飼料

1,000 3,000 30 40

植物⾁ 5,000 45,000 200 500
植物由来乳製品 23,000 83,000 800 1,000
植物由来卵 60 12,000 2 150
植物由来⿂介類 0 11,000 0 140

フードテック
世界市場 国内市場

細胞性⾷品

プラントベースド
フード
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((卸卸売売市市場場のの物物流流機機能能をを強強化化))  
卸売市場は、野菜、果物、⿂、⾁、花き等⽇々の⾷卓に⽋かすことのできない⽣鮮品等

を、国⺠に円滑かつ安定的に供給するための基幹的なインフラです。多種・⼤量の物品の
効率的かつ継続的な集分荷、公正で透明性の⾼い価格形成等、重要な機能を担っています。 

⾷料安全保障1の強化が求められる中、持続的に⽣鮮⾷料品等の安定供給を確保していく5 
ため、単に⽼朽化に伴う施設の更新のみならず、物流施策全体の⽅向性と調和し、標準化・
デジタル化に対応した卸売市場の物流機能を強化することが必要となっています。 

農林⽔産省では、卸売市場の活性化に向け、卸売市場のハブ機能の強化やコールドチェ
ーンの確保、パレット等の標準化、デジタル化・データ連携による業務の効率化等を推進
することとしています。 10 
 

 
 

((33))  規規格格・・認認証証のの活活⽤⽤  
((輸輸出出拡拡⼤⼤にに向向けけててJJAASS法法をを改改正正))  15 

近年、輸出の拡⼤や市場ニーズの多様化が進んでいることから、農林⽔産省では、⽇本
農林規格等に関する法律(以下「JAS法」という。)に基づき、農林⽔産物・⾷品の品質だけ
でなく、事業者による農林物資の取扱⽅法、⽣産⽅法、試験⽅法等について認証する新た
なJAS2制度を推進しています。令和4(2022)年度には、ベジタリアン⼜はヴィーガンに適
した加⼯⾷品、廃⾷⽤油のリサイクル⼯程管理のJAS等、5規格を制定しました(図図表表11--44--44)。20 
これらのJASによって、事業者や産地の創意⼯夫により⽣み出された多様な価値・特⾊を
戦略的に活⽤でき、我が国の⾷品・農林⽔産分野の競争⼒の強化につながることが期待さ
れています。  

 
1 ⽤語の解説(1)を参照 
2 ⽤語の解説(2)を参照 

 
福岡県北九州市

きたきゅうしゅうし
の 北 九 州

きたきゅうしゅう
⻘果
せ い か

株式会社は、北九州市
きたきゅうしゅうし

中 央
ちゅうおう

卸売市場
おろしうりしじょう

の構内に共同物流拠点施設(荷捌
に さ ば

き場施設及び冷蔵庫施
設)を整備し、出荷⾞両の積載率向上やフェリーを活⽤した⼤規模
なモーダルシフトを実現することを⽬指しています。 

九州の各産地で⽣産されている⻘果物の関東・関⻄⽅⾯への輸
送は、各産地が個別に対応している状況ですが、トラックの積載
効率が低くなることや輸送費が⾼額になること等の問題を抱えて
います。また、令和6(2024)年度からはトラックドライバーに時間
外労働の上限規制が適⽤されるため、トラックでの⻑距離輸送が
⼀層困難になることが⾒込まれています。 

これらの問題への対処が求められる中、同社では共同物流拠点
施設の整備による輸送効率化を進めていくこととしており、令和
5(2023)年8⽉頃に竣 ⼯

しゅんこう
し、準備が整い次第供⽤を開始する予定で

す。 
同施設が九州の⽞関⼝の物流拠点として重要な役割を果たし、

流通合理化が⼀層進展することが期待されています。 
共共同同物物流流拠拠点点施施設設のの  
完完成成予予定定イイメメーージジ  

資料：北九州⻘果株式会社 

((事事例例))  共共同同物物流流拠拠点点施施設設をを整整備備しし、、輸輸送送効効率率化化ととモモーーダダルルシシフフトトをを推推進進((福福岡岡県県))  
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また、同年10⽉に施⾏された改正JAS法1において、JAS規格の制定の対象に有機酒類が
追加されるとともに、登録認証機関の有する事業者の認証に係る情報が他の登録認証機関
に提供される仕組みの導⼊等が⾏われました。これを受け、有機農産物加⼯⾷品について
既に同等性を相互承認している⽶国やEU等と有機酒類の同等性交渉を進めることとして
います。 

このほか、農林⽔産省では、輸出促進に向け海外との取引を円滑に進めるための環境整
備として、産官学の連携により、ISO2規格等の国際規格の制定・活⽤を進めています。 
 

 
 

((⽇⽇本本発発のの⾷⾷品品安安全全管管理理にに関関すするる認認証証規規格格ででああるる「「JJFFSS規規格格」」のの取取得得件件数数はは増増加加))  
⾷品の⺠間取引において、安全管理の適正化・標準化が求められるようになりつつあり、

⾷品安全マネジメント規格(以下「FSM規格3」という。)への関⼼が⾼まっています。FSM
規格の認証取得により、⾷品製造事業者がHACCP4に基づく衛⽣管理や⾷品防御5を適切に
実施していることを、取引先等に客観的に⽴証することが容易となるほか、国内外の商談
に有効となるなどの利点が挙げられています。 

FSM規格は、欧⽶で先⾏して作られていたため、国内の⾷品事業者も海外の規格の認証
を受けていましたが、我が国の⾷品製造の特性にも適していて、⽇本語で書かれた規格を
望む声が⾼まり、平成28(2016)年に⼀般財団法⼈⾷ 品

しょくひん
安全
あんぜん

マネジメント協 会
きょうかい

によって⽇
本発のFSM規格であるJFS6規格が設けられました。その特徴として、我が国特有の⾷⽂化
である⽣⾷や発酵⾷等の⾷品製造においても導⼊しやすいということがあります。くわえ
て、JFS規格の各製造セクターでは、HACCPの考え⽅を取り⼊れた衛⽣管理を包含する
JFS-A規格や、HACCPに基づく衛⽣管理を包含するJFS-B規格、国際取引にも通⽤する⾼
⽔準のJFS-C規格7が設けられており、経営規模等に応じて段階的に取り組みやすい仕組み

 
1 正式名称は「農林⽔産物及び⾷品の輸出の促進に関する法律等の⼀部を改正する法律」 
2 ⽤語の解説(2)を参照 
3 FSM規格は、安全な⾷品を消費者に提供することを⽬的として、⾷品製造事業者が、安全レベルを維持・向上する仕組み(システム)

を構築し、安全を脅かす危害要因を適切に管理していることを客観的に説明できるようにした認証規格。⼀般的に、国際的に認め
られているFSM規格は、適正製造規範(GMP(Good Manufacturing Practice))、HACCP、⾷品安全マネジメント(FSM(Food Safety 
Management))の3事項で構成され、これらを統合する⾷品安全マネジメントシステムとしての運⽤が要求されている。 

4 ⽤語の解説(2)を参照 
5 意図的な異物混⼊等から⾷品を守ること 
6 ⽤語の解説(2)を参照 
7 平成30(2018)年10⽉にGFSI(世界⾷品安全イニシアティブ)により国際規格として承認 

図表1-4-4 令和4(2022)年度に制定されたJAS 

資料：農林⽔産省作成 

規格 活⽤における利点

1
ベジタリアン⼜はヴィーガンに適した加
⼯⾷品の⽇本農林規格

ベジタリアン⼜はヴィーガンに適した加⼯⾷品を求める消費者にア
ピールすることが可能

2
ベジタリアン⼜はヴィーガン料理を提供
する飲⾷店等の管理⽅法の⽇本農林規格

訪⽇客を始めとしたベジタリアン⼜はヴィーガンに適した飲⾷店を
求める消費者にアピールすることが可能

3
低たん⽩加⼯処理⽞⽶の包装⽶飯の⽇本
農林規格

低たん⽩で⽞⽶の機能性成分が⼀定以上含まれている包装⽶飯であ
ることを健康志向の消費者にアピールすることが可能

4
廃⾷⽤油のリサイクル⼯程管理の⽇本農
林規格

トレーサビリティが確保された廃⾷⽤油を適切にリサイクルして再
⽣油脂を提供できる事業者であることをアピールすることが可能

5
フードチェーン情報公表農産物の⽇本農
林規格

流通過程において、その履歴や品質維持のために適切な基準で管理
された農産物であることをアピールすることが可能
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となっています。 
JFS-A/B/C規格の国内取得件数は、運⽤

開始以降、年々増加してきており、令和
5(2023)年3⽉末時点で2,275件1となりまし
た(図図表表11--44--55)。 

今後、JFS規格の更なる普及により、我
が国の⾷品安全レベルの向上や⾷品の輸出
⼒強化が期待されます。 

農林⽔産省では、JFS規格の認証取得の
前提となるHACCPに沿った衛⽣管理の円
滑な実施を図るための研修や海外における
認知度向上のための周知、取得ノウハウ等
を情報発信して横展開する取組等を⽀援し
ています。 

 
 
 
 
 

((44))  ⾷⾷品品産産業業ににおおけけるる環環境境問問題題等等へへのの対対応応  
((厳厳ししいい納納品品期期限限等等のの商商慣慣習習のの⾒⾒直直ししをを⾷⾷品品業業界界にに要要請請))  

⾷品ロスの削減に向けて、農林⽔産省は令和4(2022)年10⽉30⽇の「全国⼀⻫商慣習⾒
直しの⽇2」に、⾷品⼩売事業者が賞味期間の3分の1を経過した商品の納品を受け付けない
「3分の1ルール」の緩和や、⾷品製造事業者における賞味期限表⽰の⼤括り化(年⽉表⽰、
⽇まとめ表⽰)の取組を呼び掛けました。 

また、農林⽔産省では、⾷品ロスの削減を図るため、厳しい納品期限等の商慣習の⾒直
しを⾷品業界に要請するなどの取組を抜本的に強化しています。 

 
((事事業業系系⾷⾷品品ロロスス削削減減のの取取組組をを推推進進))  

農林⽔産省は、みどり戦略3の実現に向け、⾷品ロスの削減を進めており、商慣習の⾒直
しのほか、⾷品製造事業者等による出荷量、気象等のデータやAIを活⽤した需給予測シス
テム等の構築を推進しています。 

また、国の災害⽤備蓄⾷品について、⾷品ロス削減や⽣活困窮者⽀援等の観点から有効
に活⽤するため、更新により災害⽤備蓄⾷品としての役割を終えたものを、原則としてフ
ードバンク4団体等に提供することとしました。農林⽔産省が「国の災害⽤備蓄⾷品の提供
ポータルサイト」を設け、各府省庁の情報を取りまとめて公表を⾏っています。 

消費者への啓発については、⾷品ロス削減推進アンバサダーを起⽤した啓発ポスターの
作成のほか、⼩売店舗が消費者に対して、商品棚の⼿前にある商品を選ぶ「てまえどり」

 
1 製造セクター以外の規格を含めた国内取得総件数は2,363件 
2 令和元(2019)年10⽉に施⾏された「⾷品ロスの削減の推進に関する法律」において、10⽉が「⾷品ロス削減⽉間」、10⽉30⽇が「⾷

品ロス削減の⽇」と定められている。 
3 第2章第9節を参照 
4 ⽤語の解説(1)を参照 

図表1-4-5 JFS-A/B/C規格の取得件数 

資料：⼀般財団法⼈⾷品安全マネジメント協会資料を基に農林⽔産
省作成 

注：1) 集計基準は適合証明書発⾏⽇ 
2) 各年3⽉末時点の数値 
3) 平成29(2017)年の8件は全てJFS-C規格 
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を呼び掛ける取組を促進しています。「てまえどり」を⾏うことで、販売期限が過ぎて廃棄
されることによる⾷品ロスを削減する効果が期待されます。 

さらに、令和4(2022)年10⽉の「⾷品ロス削減⽉間」には、農林⽔産省公式YouTubeチ
ャンネル「BUZZ

ば ず
 MAFF

ま ふ
」において、「てまえどり」を呼び掛ける動画を公開しました。

同年12⽉には、「てまえどり」が「「現代⽤語の基礎知識」選 2022ユーキャン新語・流⾏
語⼤賞」のトップ10に選出され、⽣活協同組合コープこうべ、神⼾市

こ う べ し
、⼀般社団法⼈⽇本

に ほ ん

フランチャイズチェーン協 会
きょうかい

、消費者庁・環境省・農林⽔産省、農林⽔産省BUZZ MAFF
撮影メンバーが受賞者となりました。 

このほか、⾷品の売れ残りや⾷べ残しのほか、⾷品の製造過程において発⽣している⾷
品廃棄物について、発⽣抑制と減量により最終的に処分される量を減少させるとともに、
飼料や肥料等の原材料として再⽣利⽤するため、⾷品リサイクルの取組を促進しています。 

 

 
 

 
 

 
神奈川県⼤和市

や ま と し
の株式会社グリーンメッセージでは、業務⽤

向けカット野菜を製造する過程で⽣じる野菜の端材を「産業廃
棄物」ではなく「未利⽤部」と位置付け、乳⽜⽤飼料として再
⽣利⽤する取組を進めています。 

同社では、乳⽜の飼料として使⽤できる野菜の未利⽤部が1
⽇約1〜2t発⽣しており、これらを分別収集し、粉砕・脱⽔した
後、フレキシブルコンテナバッグの中で乳酸発酵を促し、⻑期
保管可能な状態にして酪農家へ出荷しています。 

同社では、主に国産野菜を使⽤しているため、飼料⾃給率の
向上に寄与するとともに、未利⽤資源の有効活⽤や、酪農家へ
の安価での安定供給といった⾯でも効果が⾒られています。 

野野菜菜未未利利⽤⽤部部のの有有効効活活⽤⽤のの流流れれ  
資料：株式会社グリーンメッセージ 

((事事例例))  原原料料野野菜菜のの未未利利⽤⽤部部をを飼飼料料化化すするる取取組組をを推推進進((神神奈奈川川県県))  

野菜の未利⽤部 
(点線の外) 

未利⽤部を分別収集 

飼料へ加⼯した後、 
酪農家へ出荷 

新新語語・・流流⾏⾏語語⼤⼤賞賞表表彰彰式式  
資料：現代⽤語の基礎知識 選 

「ユーキャン新語・流⾏語⼤賞」
事務局 

「「ててままええどどりり」」をを呼呼びび掛掛けけるる店店頭頭掲掲⽰⽰  
資料：⽣活協同組合コープこうべ 

⾷⾷品品ロロスス削削減減をを呼呼びび掛掛けけるるポポススタターー  
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9 

((ププララススチチッッククにに係係るる資資源源循循環環のの促促進進等等にに関関すするる法法律律がが施施⾏⾏))  
令和4(2022)年4⽉に施⾏された「プラス

チックに係る資源循環の促進等に関する法
律」に基づき、製品の設計からプラスチッ
ク廃棄物の処理までに関わるあらゆる主体5 
におけるプラスチック資源循環等の取組を
促進することとしています。製造事業者等
においては環境配慮型の製品設計に努める
こと、フォーク、スプーン等の使い捨てプ
ラスチック製品の提供事業者においては使10 
⽤の合理化のための取組を⾏うこと、排出事業者においては可能な限りプラスチック使⽤
製品産業廃棄物等の排出抑制と再資源化を実施すること等が求められています。 

 
((⾷⾷品品産産業業のの持持続続的的なな発発展展にに向向けけたた取取組組をを推推進進))  

⾷品産業の持続的な発展のため、環境負荷を低減するとともに、⼈⼿不⾜に対応してい15 
く必要があり、サプライチェーン全体での持続可能性の確保や効率化・省⼒化が課題とな
っています。 

また、環境、⼈権への関⼼が世界的に⾼まる中、機関投資家等は既に、ESG1に積極的に
取り組む企業に対する投資を優先しており、今後、我が国の⾷品産業が持続的な発展を図
っていくためには、情報開⽰等を進め、ESG投資による資⾦を⾷品企業に円滑に引き込ん20 
でいくことが不可⽋となっています。 

農林⽔産省では、令和5(2023)年3⽉に「⾷品企業のためのサステナブル経営に関するガ
イダンス」を策定し、地域の中堅⾷品企業や中⼩企業も含めたサプライチェーン全体とし
てのESG課題への取組を推進しています。 

 25 

 
1 ⽤語の解説(2)を参照 

ババイイオオママススププララススチチッッククをを  
原原料料ととししたたカカトトララリリーー  

資料：株式会社モスフードサービス 
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